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米国では、学生スポーツの良さを大学側が認識しつつも、学生の死亡事故の多さを受けて対策を講じるために、大学が集

まり安全基準や人格形成のプログラム規程を策定して今の姿があります。

NCAA創設の経緯

参考資料① NCAAの歴史

 1890年から1905年の間で330人が高校、大学、レクリエーションすべてを含めたアメフトによって死亡
 1905年だけで大学生3人が死亡、88人が重傷、以前のケガがもとで元選手15人が死亡

NCAA
創設前

出所：現代スポーツ評論36「アメリカの大学スポーツNCAAから何を学ぶか（宮田由紀夫）」

NCAA
創設

 1905年10月にルーズベルト大統領は当時の「3強」であったハーバード大学、エール大学、プリンストン大
学の関係者をホワイトハウスに招いて改革を求めた

大統領の働きかけを受けて3大学が中心になって、規則委員会（FRC）を設立し、12月には海軍士官学
校、コーネル大学、ペンシルベニア大学も参加

 1905年末の総会には68校が集まり、IAAUS（NCAAの原型）発足が提案され1906年10月に設立総会を
開いた。39校が参加を表明し28校が出席

 IAAUSは中小の大学が中心でFRCのメンバーからは距離を置かれていたが、1910年にアメフト以外のス
ポーツも管理する全米学生体育協会（NCAA）と改称した

 1911年にはシカゴ大学とハーバード大学などFRCグループの有力校も参加し加盟校数は95となり、1915
年までにエール大学とプリンストン大学も加入して両者の統一がなされた
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大学スポーツに係る安全性が十分担保されているとは言いがたい状況です。

日本の大学スポーツの安全性に関するアンケート結果

参考資料② 日本の大学スポーツの安全性に関する現状

195

404

はい いいえ 未回答

N＝６００

【運動部活動中の死亡事故や運動部学生の違法行為（※）
が発生した場合の規則の策定状況】
※未成年者の飲酒、薬物の使用等

133

466

はい いいえ 未回答

【医療機関と提携状況】

• 現状では、大学における運動部活動の死亡事故や事件の発生の際の対応について規則を定めている大学は約34％、運動部活中の事故
に対応できるよう医療機関と提携している大学は約22％にとどまる。

• 運動部活動は課外活動と捉えられ、運営が各団体に委ねられていることから、事件・事故の場合の対応が迅速ではない、責任体制が不明
確等の問題が指摘されている。

N＝６００

22.2%33.8%

出所：平成29年大学スポーツの振興に関するアンケート調査（スポーツ庁）
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クラブ指導者すべてと大学が雇用関係にあるわけではなく、事故発生時等の際の指導者責任、監督責任（大学等）を考慮

するとリスクマネジメント体制が危ういことが示唆されています。

体育会指導者の身分等

参考資料③ 体育会指導者と大学との関係

• クラブ指導者すべてと大学が雇用関係にあるわけではなく、一部の大学ではクラブ独自の指導者の実態を把握していない場合もある。
（調査：25%）

• 事故、不祥事の際の指導者責任、監督責任（大学等）を考慮するとリスクマネジメント体制が危ういと示唆されている。

1．専任教員 68%

2．専任事務職員 60%

3．専任指導者 50%

4．非常勤指導者 56%

5．大学は関与していない 6%

6．その他 18%

クラブ指導者の身分について

1．大学としてすべての指導者と結んでいる 14%

2．大学として一部の指導者と結んでいる 71%

3. クラブが結んでいる場合がある 24%

4．その他 10%

クラブ指導者と大学の雇用契約について

出所：スポーツ・クラブ統括組織と学修支援・キャリア支援に関する調査（公益社団法人全国大学体育連合）
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指導者の管理や事故マニュアルなどのソフトの面においては、技術やスポーツの専門的な指導者が不在などが問題点と

して認識されています。

参考資料④ 指導者の管理・学内マニュアルについて

日本

• 上記アンケートの結果、技術やスポーツの専門的な指導者が不在
との回答が多く、指導者の管理体制に係る問題点を大学側は認識
している。

• また、危機管理に関する対応マニュアルがない、対応の方法が明
確になっていないという、ルールの不存在に関する問題点が認識さ
れている。

※全国の大学・短大の学部長相当職を対象にアンケート調査を実施

米国（NCAA）

• NCAAでは、各競技レベルで詳細にルールが設定されており、
また、性別毎にもルールが設定されている。

• さらに、指導者においては、指導者養成プログラムが設けられ
ており、指導者要件として明確に年齢、経験などが設定されて
いる。

出所：NCAA HP
出所：大学・短大における課外スポーツ活動支援に関する調査結果報告書

（公益社団法人全国大学体育連合）



6

スポーツ安全保険の加入者はおよそ900万人であり、うち大学生は約15万人となっています。
障害保険の支払対象となる障害事故の発生件数は、サッカー、バレー、バスケ等の球技が上位を占めています。

スポーツ安全保険の加入状況・保険適用状況

参考資料⑤ 保険の状況

アメリカンフットボール

ドッジボール

ラグビー

柔道

バスケットボール

ホッケー

ボクシング

バレーボール

硬式野球

相撲

7.37%

6.08%

5.59%

4.57%

3.75%

3.75%

3.73%

3.50%

3.35%

3.34%

障害発生率（上位10件） 割合

8,978,415人
（うち、大学生：148,737人）加入状況

171,641件障害保険
支払状況

6,622件損害賠償責任保険
支払状況

出所：平成27年度 スポーツ安全保険の加入者及び各種事故の統計データ（公益財団法人スポーツ安全協会）

サッカー
15.4%

軟式野球
9.2%

バレーボール
8.0%

学童保育
5.7%

バスケットボール
5.1%ソフトボール

4.4%
文化活動

4.4%
空手道
3.3%

体操競技・新体操
2.7%

剣道
2.6%

その他
39.2%

種目別加入状況

種目別事故発生状況（上位5件）
種目 件数 加入人数 割合

サッカー 39,683 1,386,037 2.86%
バレーボール 25,191 719,299 3.50%
バスケットボール 17,028 453,834 3.75%
軟式野球 13,844 826,349 1.68%
学童保育 8,080 516,028 1.57%

障害保険支払内訳
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日本の大学における運動部活動は課外活動となっていることから、運営の透明性は各団体に委ねられている状況である

一方、最近では大学の体育会を法人化する先進事例も見られます。

参考資料⑥ 会計・ガバナンスについて

 現状（大学スポーツの振興に関する検討会議最終とりまとめ）
運動部活動は、大学の組織には位置づけられず、学生を中心とし

た運営がなされていることから、運営の透明性については基本的

に各団体に委ねられており、責任体制が明確になっていない場合

も多い。このため、不透明な会計が指摘されるケースがある。

 体育会の法人化事例（京都大学アメリカンフットボール部）

日本

 大学のAthletic Departmentは、その財務状況をNCAAおよび
米国教育省へ報告する制度が設けられている。

 現在、NCAAは会計面に関して、所属する大学に対して以下の
義務を課している。

 教育省への報告については、1994年に制定されたアメリカ連邦
法により定められている。この連邦法では、男女共学で、連邦

政府による学資援助プログラムを利用し、かつ、大学スポーツ

チームを有する高等教育機関は、毎年、スポーツチームへの参

加者数、スタッフに関する情報（ヘッドコーチおよびアシスタント

コーチの人数や平均給与など）、収支を全ての競技で男女チー

ム別に報告することを義務付けている。報告されたデータは教

育省のデータベースで公開されている。

米国（NCAA）

京都大

京大

アメリカンフット
ボール部

• OB会
• 後援会

OB会費/後援会費
3~4千万円/年

法人化前

京都大

一般社団法人 京都大学
アメリカンフットボールクラブ

京大
アメリカンフットボール部

• OB会
• 後援会
• スポンサー
• 寄付団体

スポンサー収入や
寄付金による収益
獲得

社員に名を
連ねる

法人化後

法人化の経緯

• 京大アメリカンフットボール部が
非営利型の一般社団法人を設
立し、当該法人が京大アメリカン
フットボール部の運営を実施。

• 京大体育会所属の運動部という
位置づけは変わらないが、指導
者を法人が雇用し、チームに派
遣する形になる。

法人化の狙い

• 法人化までは部は任意団体であ
り、企業との契約締結が困難で
あった。

• 法人化することで経理・財務面
での透明化を図り、スポンサー
契約や寄付金を集めることで、
既存のOB会費や後援会費以外
の収益を獲得し、長期的な自主
財源の獲得を目指す。

出所：朝日新聞Digital 2016/8/2、
京都大学News2016/9/2

Division 1

Division 2

Division 3

•年間の収支状況の報告

•毎年、外部の公認会計士に
よる収支報告の調査

• 3年に1回、外部の公認会計
士による収支報告の調査

•収支報告およびその調査義務はないものの、大学全体の会
計監査の対象として含められることが望ましいとされている
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事故の責任を誰がどのように負うかについては、裁判所によっても判断が異なる非常に難しい問題です。

しかし、まず、何よりも優先して、このような事故を防ぐため、そして、仮に、事故が発生したとしても、当事者が安全配慮義

務を尽くしたと判断されるために、入念な準備をする必要があります。

参考資料⑦-1 部活動における事故発生時の法的責任について

【参考裁判例①】
熱中症（長崎地裁平成11年1月12日）

事案の
概要

長崎大学の空手道部に所属していた原告が、夏季合宿におけ
るトレーニング中に熱射病になり、その結果精神分裂病になっ
たなどとして、同部において主将等の地位にあった被告らに対
し不法行為による損害賠償を求めるとともに、被告国に対して
安全配慮義務違反又は同部顧問教官の不法行為による損害
賠償を求めた事案。

結論 請求棄却

理由 主将等の地位のあった被告らについては、トレーニング方法、
内容、休息を取らせることについて慎重に配慮すべき義務が
あったにもかかわらず、適切な処置を講じなかった点に注意義
務違反があり、賠償責任を負う（もっとも、本件においては消滅
時効が成立している。）。

被告国については、学生に対して、在学関係に付随する義務と
して、その生命、身体について安全配慮義務を負う。

しかし、本件においては、大学の課外活動について詳細を把握
した上で、学生に対し個別具体的な指導をすべき義務はない。

参考
資料

「熱中症事故の防止について（依頼）」平成29年5月15日文部科
学省
（http://www.mext.go.jp/a_menu/kenko/anzen/1307567.htm）

 熱中症
 頭部外傷
 脊椎損傷
 溺水
 突然死 等
（JSC作成「学校でのスポーツ事故を防ぐために成果報告書」参照）

死亡・重障害事故の種類

 競技者（対戦相手等）
 指導者
 学校
 施設管理者・所有者
 大会主催者
 スポーツ用具等の製造者

責任主体

http://www.mext.go.jp/a_menu/kenko/anzen/1307567.htm
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参考資料⑦-2 部活動における事故発生時の法的責任について

【参考裁判例③】
頭部外傷（東京高裁平成25年7月3日）

事案の
概要

高校1年の柔道部員が試合前の練習で急性硬膜下血腫を発症
した事故について学校に対して、損害賠償を請求した事案。

結論 請求認容（第1審は請求棄却）

理由 顧問には、練習に参加した学生の体力、技量、健康状態等を十
分に把握し、それに応じた適切な指導をして、練習から生ずる
学生の生命及び身体に対する事故の危険を除去し、学生がそ
の事故の被害を受けることを未然に防止する注意義務がある。

本件では、①自ら練習状況を監視・指導すべき義務、②練習状
況を指導すべき安全配慮義務、③生徒が脳震盪様の症状を呈
した場合に重篤な頭部外傷の発生を回避する安全配慮義務が
ある。

本件において、顧問は注意義務違反があり、法的責任を負う
（顧問の使用者責任として、学校の責任を認めた。）。

参考
資料

World Rugby Concussion Management
（http://playerwelfare.worldrugby.org/concussion）

【参考裁判例②】
落雷（最判平成18年3月13日、差戻審高松高裁平成20年9月17日）

事案の
概要

サッカーの試合開始後まもなく落雷を受け、両下肢機能の全廃、
両上肢機能の重度の障害、視力障害を負った高校生が、引率
者兼監督及び大会主催者の会場担当者の教諭に不法行為責
任、また、在籍する高校及び大会主催者に対して使用者責任に
基づく損害賠償を請求した事案。

結論 請求認容（第1審請求棄却、第2審請求棄却、最高裁差戻し、差
戻控訴審請求認容）

理由 落雷に対する安全対策に関する科学的知見として、避雷法、安
全空間、保護範囲については広く一般に知られていたことから、
指導者及び主催者の会場担当者は、生徒らを保護範囲に避難
させ、姿勢を低くした状態で待機するよう指示し、試合中止等の
措置を講じる義務があった、そして、そのような措置を講じてい
れば、本件落雷事故を回避できたことから、法的責任を負う。

参考
資料

「落雷事故の防止について（依頼）」平成29年7月20日文部科学
省
（http://www.mext.go.jp/a_menu/kenko/anzen/1375858.htm）

http://playerwelfare.worldrugby.org/concussion
http://www.mext.go.jp/a_menu/kenko/anzen/1375858.htm
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「運動部活動に対する管理体制の未整備やリスク管理の不足」に対する課題意識に注目が集まっています。

参考資料⑧-1 第1回総会におけるアンケート集計結果（平成29年9月28日）

Q2-1

Q：大学スポーツが安全・安心の観点から抱える特に重要な問題は
何だと思いますか？（複数回答可）

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180

⑤その他

②大学や部活動指導者等との連携不足

④安全に対する指導者・学生アスリートの教

育不足や認識不足

③けがや事故、不祥事等のルールの未整備

①運動部活動に対する大学の管理体制の

未整備やリスク管理の不足

【その他の内容（主なもの）】
• プロの指導者の不在・不足
• 不十分な保険制度
• 曖昧な責任の所在

概要

【実施日】
・平成29年9月28日（木）

【対象】
・第一回学産官連携協議会出席者（367名）
・有効回答数：240（学：94、産：84、官：5）

【方式】
・アンケート用紙への記入（原則として選択式）
・一部、自由回答欄あり

【内容】
・学業充実WG（5問）、安全・安心WG（5問）、マネジメントWG（4
問）の3分野に関する初期的な意識調査
・回答時間は約10分
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「関係者の役割分担」、「けがや事故が起きてしまった際のリスク管理」がほぼ同水準の関心レベルとなっています。

参考資料⑧-2 第1回総会におけるアンケート集計結果（平成29年9月28日）

Q2-3

Q：Q2-2で選択いただいたテーマを選んだ理由をご教示ください。

【⑤役割分担（主なもの）】
• 事故が起きた際の責任の所在が曖昧
• 指導者の質の向上が重要
• 大学と指導者の連携が不十分

【②リスク管理（主なもの）】
• 事故が起きた際の責任の所在が曖昧
• 指導者の意識が薄い
• マニュアルが未整備

【③指導者の質（主なもの）】
• 指導者の育成が重要
• 難易度が高いが、重要なテーマ
• 現場の責任当事者の意識改善が必要

【①防止策（主なもの）】
• 大学が主体的に取り組むべき領域と考えられる
• 統一的な仕組みが不在
• 課外活動では限界がある

【④保険制度（主なもの）】
• 指導者のリスク対策として有効
• けがや事故が起きてしまった際の環境整備は急務
• 補償があれば、安心して大学でのスポーツに取り組める

Q2-2

Q：安全・安心WGにて特に取り上げて欲しいテーマを以下の中か
ら2つ挙げるとすると、どれになりますか？

【その他の内容（主なもの）】
• 課外活動の位置付け
• スポーツと医学の連携

0 20 40 60 80 100 120

⑦その他

⑥設備・用具等の管理に関する統一的な制

度について

④保険制度の担保・充実について

①けがや事故を未然に防ぐための支援策

について

③指導者の質の向上（各種ハラスメント予

防策等）について

②けがや事故が起きてしまった際のリスク

管理について

⑤運動部活動の安全に係る大学・指導者

等関係者の役割分担について
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大学側のメリットとしては「けがや事故の予防」、導入に際しての課題は「責任の明確化」という結果となりました。

参考資料⑧-3 第1回総会におけるアンケート集計結果（平成29年9月28日）

Q2-5

Q：安全・安心に関する統一的な制度を導入するに際しての課題
（ハードル）は何だと思われますか？（複数回答可）

0 20 40 60 80 100 120

⑦その他

④加入者情報の取り扱い

③保険商品の開発

②利害関係者間の利益相反

⑥現場における勝利至上主義

⑤指導者の質の向上

①けがや事故の責任の明確化

【その他の内容（主なもの）】
• 大学間の温度差の存在
• 大学側のコスト負担の問題
• けがの重要性への理解の欠如

Q2-4

Q：安全・安心に関する統一的な制度を導入するに際しての大学側
のメリットは何だと思われますか？（複数回答可）

【その他の内容（主なもの）】
• 指導者の負担軽減
• 大学側の社会的価値の向上

0 20 40 60 80 100 120 140 160

⑦その他

⑤保険料の軽減

④選手のリクルート

③優秀な指導者の獲得

②過剰なトレーニングの予防

⑥社会的責任の充足

①けがや事故の予防


